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クラウドファンディング（Crowdfunding, CF）
に対する課税―寄附型CFに関する実体法におけ

る問題点を検討対象として―

青山学院大学法学部非常勤助手

同大学非常勤講師

東京財団政策研究所 税・社会保障ユニット

リサーチアシスタント

藤間 大順

1.はじめに

・クラウドファンディング（以下「CF」）に対してどう
課税すべきか（実体法の問題），CFの普及を税制が阻害
しないためにはどうすべきか

⇔プラットフォームビジネスと租税手続法
（プラットフォーマーからどう情報を提供させるか？）
髙橋（2018），吉村・影（2018），森信（2019），
渡辺・シェア（2019）など

2.CFとは何か？

・「①不特定多数の個人が，②インターネット上の広告や
プレゼンテーションを通じて手軽に，③個人・組織が行
おうとする『課題解決策』に，④『共感』『納得』して，
⑤投資（出資）できる仕組み」（佐々木（2016）9頁）

・Crowdfunding describes a funding model whereby 
individuals use the Internet to contribute relatively 
small amounts of money to support the creation of 
a specific product or the investment in a specific 
business idea. (Brabham (2013) at 37，下線は藤間)

2.CFとは何か？

資金調達者
（お金が

欲しい人）

資金提供者
（お金が余っ
ている人々）

提供者 提供者

プラットフォーマー

こんなプロジェクト
やりたい！

こんなプロジェクト
ありますよ

いいじゃん！
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2.CFとは何か？

資金調達者
（お金が

欲しい人）

資金提供者
（お金が余っ
ている人々）

提供者 提供者

プラットフォーマー

資金
（手数料控除後※1）

資金

（モノやサービス※2）

※1：後から請求する場合もあり（後述）
※2：型によって有無が決まる（後述）

2.CFとは何か？

・購入型，寄附型，金融型の3種類
（以下，この分類に添って説明）

・上記の分類のほか，all or nothing方式（目標額に到達
した場合にのみ金銭が調達者に払われるもの）と
keep it all方式またはall in方式（目標額に到達しなく
とも金銭が調達者に支払われるもの）の区別がある

購入型CF

・「成果となるモノやサービスなどが対価として資金提供
者に還元される仕組み」（佐々木（2016）17頁）

・代表的なプラットフォーマー：Makuake, CAMPFIRE

・代表的なプロジェクト： 映画「この世界の片隅に」
（片渕須直監督，2016年）

寄附型CF

・「ウェブ上で寄付を募るものであり，金銭的リターンは
想定されていない。」（佐々木（2016）16頁）

・代表的なプラットフォーマー：ジャパンギビング
（仕組みが少し特殊：チャレンジャー制度）

・東日本大震災からの復興，NPOの財源，難病の手術，
野良猫の避妊手術，大学の部活，障害者支援etc.
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金融型CF

・金銭的リターンを受けることを目的としたCF

・貸付型（ソーシャルレンディング）：「匿名組合を通じ
て出資者から資金を集め，資金調達者に融資を行うも
の」（佐々木（2016）19頁）

・ファンド型：企業や個人ではなく事業に対して出資を
募り，売上などの一部を配当する仕組み

・株式型：「事業を行う会社の非上場株式に対して資金
出資者を募る仕組み」（佐々木（2016）22頁）

金融型CFと金商法（余談）

・プラットフォーマーは金融商品取引法の規制を受ける

・2014年の金商法改正（平成26年法律第44号）により，
第一種少額電子募集取扱業者および第二種～が設けられ
る（金商法29の4の2，29の4の3）
→株式型CFが事実上解禁（第一種～）
→ファンド型CFの参入が容易に（第二種～）

（貸付型は匿名組合の出資持分の売買等を行う者として，
通常の第二種金融商品取引業（金商法2②，28②二））

この報告で扱うCF

・寄附型CF（金銭の受領と引き換えに，モノやサービスを
資金調達者が提供しないCF）のみ扱う

・金銭の贈与契約に類似
（西村あさひ法律事務所（2017）925～926頁

［有吉尚哉執筆部分］参照）

通常の金銭の贈与と
同じように課税される

べきなのか？
（研究の基本的な関心）

寄附型CF契約の実際（ジャパンギビング）

・㈱LIFULLが運営するプラットフォーム
（プロジェクトオーナー：調達者，支援者：提供者）

・「契約自体は，プロジェクトオーナーと支援者との間で
成立」（ジャパンギビング規約11条1.）

・「当社は、プロジェクトオーナーを代行して……支援金
を支援者から受領し，支援金全額をプロジェクトオー
ナーに支払います。」（ジャパンギビング規約13条2.）

・「プロジェクトオーナーに対する手数料として，集めた
支援金に対する15％を毎月末日締め，毎月15日に
ご請求」（ジャパンギビング規約21条1.）
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寄附型CF契約の実際（academist）

・アカデミスト㈱が運営する，研究資金を集めることを
目的としたプラットフォーム
（チャレンジャー：調達者，サポーター：提供者）

・「寄付契約は，チャレンジャーとサポーターの間で交わ
されるものです……当社は……契約の当事者とはなりま
せん」（academist規約1条1.）

・「当社は，プロジェクトがサクセスした場合は，最終的
にプロジェクト掲載で集まった総支援金額のうち決済が
完了した金額から，……手数料等……を差し引いた金額
を，チャレンジャー又はチャレンジャーの所属する
大学・研究機関へ支払う」（academist規約8条1.）

この報告で扱わないCFと課税（余談）

・法人が調達者の購入型CFと低額譲渡課税
（時価は緩やかに認定すべき：森川（2012）33～34頁）

・貸付型CF（ソーシャルレンディング）と源泉徴収義務
（匿名組合の利益分配と源泉徴収義務（所税210条））

3.金銭の贈与の課税関係

・金銭を払った側（贈与者）は，当該金銭を控除できるか，
金銭を受け取った側（受贈者）は受け取った金銭にどの
ように課税されるか

・主として所得課税（法人税，所得税など）の問題
（⇔消費課税はほぼ関わらない：吉村・CF（2018））

金銭の贈与の課税関係

・当事者が個人か法人かで4通り（贈与者→受贈者）

・法人→法人 受贈法人には法人税（法税22②）
贈与法人は多くの場合寄附金（法税37⑦）

・法人→個人 受贈者には所得税（所税36），多くの場合
一時所得（所税34）として課税
贈与法人は同上
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金銭の贈与の課税関係

・個人→法人 受贈法人には法人税（承前）
贈与者は控除の可否が問題になる
（特に寄附金控除や税額控除：後述）

・個人→個人 受贈者には贈与税（後述）
贈与者は控除の可否が問題になる
（おそらく，基本的には家事費

→控除できない（所税45①一））

4.日本法上の議論

・基本的には，金銭の贈与の原則的な課税関係と同様と解
すべき（森川（2012）31～33頁，髙橋（2018）67頁）

・違うように解すべき点はあるのか？

（プラットフォーマー：手数料収入に課税）

寄附型CFの課税関係①

・個人から一定の法人（国や地方公共団体など）へのCF
について，寄附金控除（所税78）や税額控除の特別措置
（租特41の18～41の18の3）が認められるべきか？

・例えば，公益法人への寄附金の寄附金控除には，
①広く一般に募集される（所税78②二イ）

②公益目的の緊急な支出に充てることが確実（同号ロ）

③財務大臣の審査（所税令216）
などの要件がある

寄附型CFの課税関係①

・要件を満たせば，妨げる事情は無い（CFだから寄附金
控除などが不可，とはならない）ように思われる

・むしろ，広く一般に募集することという要件を基本的に
満たす

・寄附金控除が受けられるプロジェクトのみを集めた
プラットフォーム：Readyfor Charity

・ふるさと納税（所得税は寄附金控除）をCFで行う：GCF
（ガバメントクラウドファンディング）
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寄附型CFの課税関係②

・個人から個人へのCFにより，資金調達者（≒受贈者）に
は贈与税が課されるべきか？（本報告の主たる関心）

・Simons (1938)によれば，贈与は所得(at 56-58)
・贈与税が課される場合，所得税非課税（所税9①十六）
・個人が財産の贈与を受けた場合，贈与税の課税対象

（相税1の4，2の2）
・純粋な贈与ではなくても，無償または低額の対価により

利益を受ければ，税法上は贈与とみなす（相税9）

個人からCFを受けた個人には，
贈与税を課すべきか，所得税を課すべきか？

寄附型CFの課税関係②

・贈与税は相続税の補完税（相続税逃れの贈与を防ぐ）
⇔相続関係間のみでCFが行われることはおそらく稀

・法人から受けたものと個人から受けたもので課税関係を
分けることは煩雑（ただし…プラットフォームの情報）

・贈与税が課される場合には，プラットフォームに払った
手数料などのプロジェクトに要した費用を控除できない

・政治献金は，個人から受けたものであっても，贈与税で
はなく所得税の課税対象とした判決（次スライド）
→この法理を使えるか？（ただし…根拠は曖昧）
（実務上は所得税の対象（雑所得）：権田（2012）3頁）

寄附型CFの課税関係②

東京地判平成8年3月29日税資217号1258頁

「このように《乙２》議員への政治献金は，政界の実力者
としての《乙２》の地位及びその職務としての政治活動を
期待して（すなわち政治活動に対する付託を伴って）なさ
れ，その趣旨からして継続的に供与される性質を有するも
のであり，その中からその期待（付託）に応じた政治活動
のための費用を支出することが予定されていたものと認め
られる。なお，献金者らの殆どと《乙２》議員との間に相
続関係が生ずる可能性がないことはいうまでもない。した
がって，《乙２》議員の政治献金収入は，個人からのもの
であっても，贈与税ではなく所得税の課税対象になると解
するのが相当である。」（下線は藤間）

寄附型CFの課税関係②

また，下記の裁判例あり（岡（1995）75～81頁。なお，
岡氏はこれらに批判的である点に注意。）

・東京地判昭和27年8月2日行裁3巻8号1669頁
神道の教師が受けた寄進について，「生計費を大幅に低

減し得る程度の寄進を継続的に受けていた」ことから，
「もはや単なる贈与の範域を出て，所得税法（改正前）に
いわゆる事業等所得の一種に属する」とした事例。

・東京地判平成4年3月18日判時1421号60頁
上司からの嫌がらせに対して支払った金員について，

「実質的にみるとその見返りに経済的利益がもたらされる
ことを前提として継続的に行われる金銭の供与については，
……所得税の課税対象となる雑所得に当たる」とした事例。
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5.米国法上の議論

・寄附型CFが米国の内国歳入法典上の”Gift”に当たるか，
議論がある

・米国の議論を参照して，日本法への示唆を得る
（以下§は内国歳入法典の条文番号）

・”Gift”についての議論を見る前に，慈善寄附金控除
（charitable contribution deduction，§170）
の可否についての議論を見る

寄附型CFについての米国の議論①

・慈善寄附金控除の要件（§170(c)）は，
①適格受贈者
②寄附または贈与（a contribution or gift）
③寄附対象財産
④控除額（控除制限）
の4つが主たるもの（中村（2019）128～145頁）

・②については，「資産または役務の対価」は含まれず
（財務省規則§170A-1(h)(1)），資産や役務を伴う寄附
は寄附額と資産や役務との差額のみが控除可能となる
（同項(2)）

寄附型CFについての米国の議論①

・米国法上も，慈善寄附金控除を妨げる事情は無さそう
（See Battista (2015) at 155-156; Kahn (2018) at 
198）

・GoFundMeでも，非営利団体（適格受贈者）のプロジェ
クトを抽出して検索できるような仕組みになっている

・GoFundMeが慈善目的の（控除適格な）プロジェクトを
集めたプラットフォームを作ろうとしているとの報道

（See Georgina Torbet, GoFundMe's new platform is 
just for charities and nonprofits, ENGADGET (Oct. 15, 
2019)）

寄附型CFについての米国の議論②

・基本的な条文上の建付けから論じる
（以下，§は内国歳入法典の条文番号）

・別段の定めがあるものを除き，全ての所得が「総所得
（gross income）」に含まれ課税対象（§61(a)）

・別段の定めとして，「贈与（Gift）によって得た資産の
価格」は総所得から除外され，非課税（§102(a)）

・贈与者は贈与税（Gift Tax）の納税義務を負うが
（§§2501(a)(1), 2502(c)），贈与税の基礎控除や税額
控除は高額（§§2010, 2503(b)(1)）→ほぼ課税なし
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寄附型CFについての米国の議論②

・「贈与」の定義規定は存在しない→司法による解釈論

・基準を確立したものとされている判決：Duberstein判決
（363 U.S. 278 (1960)）

・ビジネス上の付き合いがある経営者同士の間で車（キャ
デラック）が移転した事案（Duberstein事件）と，ある
教会の事務を担っていた者が職を退く際に，「退職金」
名義の金員が支払われた事案（Stanton事件）が併合審
理された判決。最高裁判所は，いずれも「贈与」に当た
らない，と結論。

Duberstein基準

「制定法は『贈与』という単語を慣習法上の意義において
ではなく，より口語的な意味によって用いている……その
支払いが主として『どのような倫理的または法的な義務の
拘束力』や経済的性質の『予想される便益の動機』に起因
する場合には，…… その支払いは贈与ではない。……制定
法の意味における贈与とは，……『愛情，尊敬，称賛，思
いやりまたは類似する衝動のための』…… 『私心のない公
平な寛大さ（detached and disinterested generosity）』
…… に起因する。……そして，この点については，最も重
要な考慮要素は，……移転者（贈与者）の『意図』であ
る。」（at 285）
「ある移転した価値が『贈与』に含まれるかどうか，事象
全てを考慮して結論に到達しなければならない。」（at 
288）

Duberstein基準の図

贈与類似の取引

贈与：非課税 非贈与：課税

私心のない公平な寛大さ
（detached and 
disinterested generosity）
に起因

法的なもののみならず，
倫理的あるいは経済
的な見返りがある

移転者の意図を中心に，事象全てを考慮して判断

Olk事件

・ラスベガスのカジノで，ディーラーとして働いていた納
税者が，顧客から得たチップのようなもの（tokes）が
「贈与」に当たるか否か争われた事案

・tokesは，ディーラーが休憩していても分配され，支払っ
た客はカジノにおいて特別には取り扱われない（むしろ，
特定の顧客に便宜を図ったディーラーは解雇される）

・地方裁判所は，「tokesは，プレイヤー側の衝動的な寛大
さまたは迷信の結果として，役務の報酬としてではなく，
ディーラーに与えられる」こと（事実17）と「tokesは，
少数の顧客の私心のない公平な寛大さの結果である」
こと（事実18）を認定し，Duberstein基準の下，tokes
の支払いは贈与と判示（388 F.Supp. 1108 (1975)）
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Olk判決（536 F.2d 876 (1976)）

「『プレイヤー側の衝動的な寛大さまたは迷信』を支配的
な動機として我々は受け入れる。……しかしながら，また，
我々の立場によれば，そのような支払いが『私心のないま
たは公平な寛大さ』による行動ではないと認識することも
要求される。逆もまた真なり。すぐに気前よく戻ってくる
だろうと信じられている幸運の神への捧げものは，『混乱
しかつ強く私心のある（involved and intensely 
interested）』行動とのみ記述されうる」（at 879）

→事実18は誤り

むしろ，受け取ったtokesの量などによれば，「合理的に
行動するディーラーは，その役務の報酬の形態としてその
ような受領物を考えるようになるだろう」（at 879）

→tokesの受領は贈与ではない

Duberstein判決とOlk判決の比較

・Duberstein判決は，移転をした者の意図に着目して，
贈与への該当性を判断

・一方，Olk判決は，移転を受けた者の意図を勘案して，
贈与への該当性を判断

↓
両判決は整合的か？

また，特定のプロジェクトの費用に充てる目的で，
広くインターネット上で寄附を募る寄附型CFは，

両判決の判示からどのように捉えられるか？
（実務上，原則的に贈与：Tax for Organizers, 

GoFundMe）

Battista (2015)の議論

・Duberstein判決によれば，ある金員が資産や役務の対価
として支払われないことが，贈与の認定には要求される
（at 171-172）

・Olk判決はDuberstein基準と整合的であり，受贈者の
事情（事業の一環か，個人的な金員か）は「全ての事
象」には含まれる（at 172-180）

・寄附型CFについては，一定の基準を満たす場合には贈与
に該当する，というセーフハーバーを，内国歳入庁は
示すべきである
（⇔IRS Info. Letter 2016-0036）

→寄附型CFは全て贈与に該当するわけではない

Battistaが示したセーフハーバー

以下の要件を満たす寄附型CFは贈与と解すべきであり，
内国歳入庁はその旨を明らかにすべき（at 184）

①資金提供者が寄附の代わりに何も受け取っていないこと
②金員は個人的な目的で，事業としてではなく受け取られ

ること
③資金提供者が現在または将来の顧客ではないこと
④資金提供者が親類や知人，友人であること
⑤資金調達者が年間2以下のCFのキャンペーンからのみ

金員を受け取っていること
⑥資金調達者が全ての金員を特定の企画に投資し，所得を

一切その金員から得ないこと
⑦資金調達者が被用者の資格に基づいて金員を受け取ら

ないこと
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Kahn (2018)の議論

・Duberstein判決は，贈与によって得た所得の非課税に
関する理論的根拠と整合的であり（後述），したがって
正当化できる（at 183-186）

・一方，贈与によって受贈者は明らかに純資産の増加，
すなわち所得を獲得している（at 187-188）

・結局のところ，ある財産の移転の贈与該当性は，贈与に
よって得た所得の非課税に関する理論的根拠と純資産の
増加を所得と見る考え方（包括的所得概念）をどうバラ
ンスさせるか，という問題から考えるべきである。この
ような考え方は，Duberstein判決と整合しないOlk判決
の判示から読み取れる（at 192-194）

Kahn (2018)の議論

・寄附型CFを扱うプラットフォーム（GoFundMe）の資金
調達者の多くは，自身のプロジェクトのために，自発的
に，寄附を呼び掛けている

・このような「取引の商業的性質および自発的な『贈与』
の探求」（at 197）を勘案すれば，純資産の増加の考え
方が，贈与の非課税を支持する根拠よりも優先される
べきである

↓
寄附型CFは全て贈与に該当しない

（所得税を課すべきである）

6.米国の議論から得られる示唆
・BattistaもKahnも，寄附型CFの全てを贈与と見るべき

ではないと捉えている
（いずれも関心は異なるが，同旨を述べるものとして

Speck（2019），反対説としてWasilick (2019)）

・ヨコをタテにして，「日本でも贈与ではないものが
ある」とする？

・しかし，日米には違い：贈与税の納税義務者，多くの
場合の税負担の軽重，私法の存在と借用概念論etc.

「ヨコをタテにする」ことは困難であり，
米国法についての議論の理由付けが日本法でも通用

するか，で示唆の有無や強弱を判断すべき

Kahnの議論

・Kahnは，贈与の非課税を，単一課税単位理論（single 
tax unit theory）と消費の最適利用原則（optimum-
utility-of-consumption principle）で根拠づけ
（Battistaも後者を援用）

・単一課税単位理論：贈与者と受贈者は所得課税において
1つの単位として扱われるという理論(at 185-186)
←贈与による基準価額の引継ぎ（§1015）

・消費の最適利用原則：所得は，現在の消費および将来の
消費（貯蓄）であるから，1回の消費（財の費消）につき
1回のみ所得課税がされるべきという原則(at 187-191)

・Duberstein基準は上記2つの理論または原則と整合的
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Kahnの議論の援用

・単一課税単位理論は，日本法でも妥当
（所税59①一）

・消費の最適利用原則も，贈与税と所得税を「二重課税」
と捉える考え方とおそらく整合的
（渕（2013）29頁，金子（2019）197頁）

・また，これらの理論と整合的なDuberstein判決について
も，何らかの見返りがあれば贈与ではないとした点は日
本の先行裁判例と整合的

一定の示唆を得ることが
可能なのではないか

どのような示唆が得られるか？

・寄附型CF契約が贈与契約に含まれる場合には，おそらく
示唆を得ることは困難←借用概念に関する統一説

⇔類似してはいるが，単純な贈与契約とは言い難い

・「対価を支払わないで，又は著しく低い価額の対価で利
益を受けた」（相税9）とは，
①特定のプロジェクトのための費用を支出する目的で，
②プラットフォーマーに手数料を支払い，
③不特定多数の（相続関係外の者を含む）者に広く自発

的に寄付を呼び掛ける
典型的な寄附型CFは言えない（税法上贈与とみなすこと
はできない）のではないか

・（政治献金などに関する）日本の先行裁判例とも整合的

参考：相税9条の趣旨について述べた裁判例
（大阪高判平成26年6月18日税務訴訟資料264号順号12488）

相税9条の「趣旨は，……実質的にみて，贈与又は遺贈を
受けたのと同様の経済的利益を享受している事実がある場
合に，租税回避行為を防止するため，税負担の公平の見地
から，……取得した経済的利益を，当該利益を受けさせた
者からの贈与又は遺贈によって取得したものとみなして，
贈与税又は相続税を課税することとしたものと解される。

……一方当事者の何らかの財産が減少し，他方当事者に
ついて財産の増加や債務の減少があったというだけでは，
およそ贈与と同じような経済的実質があるとは言い難い
……『対価を支払わないで……』というためには……一方
当事者が経済的利益を失うことによって，他方当事者が何
らの対価を支払わないで当該経済的利益を享受したことを
要する」

寄附金該当性と贈与該当性

・寄附金控除が可能であることと贈与に該当しないことは
整合するのか？

・日本法では，所税78に「贈与」という文言は無い
→問題は無さそう

・米国法でも，§170にいう「寄附または贈与」の意義は，
Duberstein基準から離れて（§102の「贈与」とは別に）
解されてきた（中村（2019）131～135頁）
→慈善寄附金控除を肯定しつつ贈与該当性を否定する

BattistaおよびKahnの頭には（明示されていないが）
この話が前提としてありそう
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7.まとめ

・寄附型CFに係る所得課税の問題につき，米国法から示唆
を得た

・個人から法人へのものにつき（下記の議論に関わらず）
「寄附型CFである」ことにより寄附金控除が妨げられる
ことはないように思われる

・個人間のものにつき，典型的な寄附型CFの資金調達者
には，贈与税ではなく所得税を課すべきではないか

Special Thanks!

・第7回若手法学研究者フォーラム
出席者の先生方

・日本税法学会第454回関東地区研究会
出席者の先生方

・アカデミスト㈱ 大塚美穂さま，
その他の問い合わせに応じてくださった

プラットフォームの方々

ご清聴，ありがとうございました！
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